
－  留  意  事  項  －  

（１）認定した新商品等の品質等を東京都が保証するものではありません。 

（２）認定した新商品等の購入を東京都が確約するものではありません。 

（３）東京都及び審査会は、本制度において認定した事業者が行う事業活動により生じた事故、損害等に対

する責任について、その理由の如何を問わずこれを負わないこととします。 

（４）特許権・意匠権・商標権・著作権等の知的財産権に関する責任、品質や安全性等に関する責任は、本

制度において認定を受けた事業者が負うものとします。また、特許権等の侵害等重大な障害があることが

判明したなどの場合には、認定を取り消すことがあります。 

  

   
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 
 

    
◆認 定対 象 商品  

 
都内中小企業者が生産・提供する、販売開始から５年以内の物品及び役務（サービス） 

※ 食品、医薬品・医薬部外品・化粧品及びそれに類するもの、建設工事等における工法・技術、 

肌に塗布するものは対象外 

※ 過去に申請された同一商品は明確な改善が認められない限り対象外 

◆認 定基 準   
（１）新商品等が既存の商品等とは著しく異なる優れた使用価値を有していること 

（２）新商品等が技術の高度化や生産性の向上、あるいは都民生活の利便の増進に寄与するものであること 

（３）新商品等の生産・提供及び販売の方法や資金調達の方法等が、確実に実行可能で適切なものであること 

（４）新商品等が都の機関において使途が見込まれるものであること 

◆本 制度 の認 定を受 けると・ ・・   
○都のホームページで認定商品のＰＲをします。 

○認定商品の展示、カタログ配布等を通じて、認定商品の普及を支援します。 

○認定商品の一部について、都の機関が試験的に購入し評価します（トライアル発注事業）。 

○認定期間中、都の機関が随意契約により認定商品を購入することが可能となります。 

 
新事業分野開拓者認定制度 

（東京都トライアル発注認定制度）の概要 

都が設置する審査会において書

類審査・面接審査等を行い、申請

された新商品等が認定基準を全

て満たしているか判定します。 

 


